
別紙様式１

＜ 番 号 ＞
令和 年 月 日

内 閣 総 理 大 臣　　殿

都道府県知事
市　町　村　長 印

標記について、次により交付金を交付されるよう関係書類を添えて申請する。

１ 申請額 金 円

２ 申請額算出内訳　別紙（１）のとおり

３ 事業計画　　別紙（２）のとおり

（添付資料）

（１） 　市町村及び設置主体の歳入歳出予算（見込）書抄本

（２）

令和 　　年度子ども・子育て支援整備交付金の交付申請について

　その他参考となる資料

　市町村が、社会福祉法人等が行う整備に対して補助を行う事業については、設置主
体から市町村へ提出された申請書の事業計画の副本（別紙（２）の様式を準用するこ
と）を添付すること。



市町村名

施設名

合計（         市町村分）

令和　　年度子ども・子育て支援整備交付金所要額市町村別内訳表

交付金所要額



別紙（１）

総　事　業　費
対象経費の

実支出
（予定）額

寄 付 金
その他の
収      入

差引額
（Ａ－Ｃ）

国庫補助
基  準  額

選　定　額
国庫補助
基  本  額

交　付　金
所　要　額

Ａ 円 Ｂ 円 Ｃ 円 Ｄ 円 Ｅ 円 Ｆ 円 Ｇ 円 Ｈ 円

工 事 費

工 事 事 務 費

○ ○ 加 算

○ ○ 加 算

解体撤去・仮設施設整備費

特 殊 附 帯 工 事

（小　　　　　計）

そ の 他 の 工 事 費

合　　　　　計

　　　　６　○○加算欄には、各種加算の適用がある場合に、当該加算について記載すること。

子ども・子育て支援整備交付金申請額算出内訳

（注）　１　初度設備費については、工事費に含めて記入すること。　

　　　　２　工事事務費のＢ欄には、Ａ欄の金額と工事費のＢ欄の金額の2.6％に相当する金額を比較して少ない方の金額を記入すること。

　　　　　　（工事費のＥ欄の金額は、工事費及び工事事務費のＢ欄の金額の合算額と比較すること。）

　　　　４　Ｇ欄には、Ｄ欄とＦ欄の金額を比較して少ない方の金額を記入すること。

　　　　５　Ｈ欄には、Ｇ欄の金額に所定の国庫補助率を乗じて得た額を記入すること。ただし、1,000円未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとする。

（施設の名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（整備区分：創設・改築・拡張・大規模修繕・応急仮設施設整備）

　　　　３　Ｆ欄には、各区分毎にＢ欄とＥ欄の金額を比較して少ない方の金額を記入すること。

区　　　　　分



別紙（１）

（放課後児童クラブの名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

総　事　業　費
対象経費の

実支出
（予定）額

寄 付 金
その他の
収      入

差引額
（Ａ－Ｃ）

算定基準
に　よ　る
算　定　額

選　定　額
都道府県

補助基本額
都道府県
補助額

国庫補助
基  準  額

交　付　金
所　要　額

Ａ 円 Ｂ 円 Ｃ 円 Ｄ 円 Ｅ 円 Ｆ 円 Ｇ 円 Ｈ 円 I 円 J 円

工 事 費

工 事 事 務 費

解体撤去・仮設施設整備費

特 殊 附 帯 工 事

（小　　　　　計）

そ の 他 の 工 事 費

合　　　　　計

　　　　４　Ｇ欄には、Ｄ欄とＦ欄の金額を比較して少ない方の金額を記入すること。

　　　　３　Ｆ欄には、各区分毎にＢ欄とＥ欄の金額を比較して少ない方の金額を記入すること。

　　　　　　（工事費のＥ欄の金額は、工事費及び工事事務費のＢ欄の金額の合算額と比較すること。）

　　　　５　I欄には、G欄の金額に都道府県の補助すべき割合を乗じて得た額とH欄の金額を比較して少ない方の金額を記入すること。

　　　　６　J欄には、I欄の金額に所定の国庫補助率を乗じて得た額を記入すること。ただし、1,000円未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとする。

子ども・子育て支援整備交付金申請額算出内訳

（整備区分：創設・改築・拡張・大規模修繕・応急仮設施設整備）

区　　　　　分

（注）　１　初度設備費については、工事費に含めて記入すること。　

　　　　２　工事事務費のＢ欄には、Ａ欄の金額と工事費のＢ欄の金額の2.6％に相当する金額を比較して少ない方の金額を記入すること。



別紙（２）

１　整備対象施設の概要

（１）施設の名称

（２）所在地

（３）事業の目的及び効果

（４）施設の設置主体及び経営主体

（５）利用（１日当たり予定）人員　 人

２　交付金に係る事業計画

（１）施設の規模及び構造

ア　敷地面積 ㎡

イ　敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別）

ウ　整備の区分

（創設・改築・拡張・大規模修繕・応急仮設整備の別）

（加算の有無）　有の場合：加算の名称を記載

（解体撤去整備の有無）

（仮設施設整備の有無）

（特殊附帯工事の有無）

（初度設備の有無）

エ　建物の面積 建設面積 ㎡、延べ床面積 ㎡

（ 造）

　　　　２　配置図及び各階平面図を添付すること。

（２）交付金内訳

ア　工事費 円　（１㎡当たり 円）

イ　工事事務費 円

ウ　○○加算 円

エ　（小　　計） 円

オ　その他の工事費 円

カ　解体撤去・仮設施設整備費 円

キ　特殊附帯工事費 円

ク　合　　　計 円

オ　建物の構造

（注）　１　各室ごとに室名、用途及び面積を明らかにした表を添付すること。（複合施設の場合は、
　　　　　施設全体の面積及び各施設ごとの面積を明らかにしたものであること。）

事　　　業　　　計　　　画



初度設備の内容

品目 数量 規格 単価
整備目的及び

必要理由

計

（注）　工事費費目別内訳書を添付すること。

（３）財源内訳

ア　国交付金 円

イ　都道府県交付金 円

ウ　市町村補助金 円

エ　設置者負担金 円

（内訳）　 一般財源 円

地方債 円

寄付金 円

オ　合計 円

（４）施工計画

ア　直営・請負の別

イ　内示年月日

ウ　契約年月日

エ　着工年月日

オ　完成年月日

カ　事業開始年月日

　　　有　　・　　無

（６）その他参考事項

（５）抵当権の有無

金額



別紙様式２

＜ 番 号 ＞
令和 年 月 日

内 閣 総 理 大 臣　　殿

都　道　府　県　知　事 印

（添付資料）

１ 令和　　年度子ども・子育て支援整備交付金所要額市町村別内訳表

２ 令和　　年度子ども・子育て支援整備交付金交付申請書
●●市外　●市町村分

令和　　年度子ども・子育て支援整備交付金の交付申請書の提出について

　標記について、別添のとおり管内市町村の申請書を受理し、その内容を審査した結果適正と
認められるので提出する。



都道府県名

市町村名

合計（         市町村分）

令和　　年度子ども・子育て支援整備交付金所要額市町村別内訳表

交付金所要額



別紙様式３の１

＜ 番 号 ＞

市　町　村　名

令和 年 月 日

都　道　府　県　知　事 印

１

２ 　事業に要する経費及び交付金の額は次のとおりである。

金 円
金 円

３ 　この交付金の額の決定は交付要綱に定める交付額の算定方法により行われたものである。

４ 　この交付金は、交付要綱第９条に規定する事項を条件として交付するものとする。

５ 　事業に係る実績報告は、交付要綱第15条に定めるところにより行わなければならない。

６

（施行注意）
　【　】内の字句は抵当権設定がある市町村においてのみ使用するものとする。

　この補助金の交付の決定の内容又は条件に不服がある場合における法第９条第１項の規
定による申請の取下げをすることができる期限は、令和　年　月　日とする。

　ただし、事業の内容が変更された場合において、事業に要する経費又は交付金の額が変
更されるときは、別に通知するところによるものとする。

事業に要する経費
交 付 決 定 額

令和　　年度子ども・子育て支援整備交付金交付決定通知書

　令和　年　月　日＜発番＞で申請のあった令和　　年度子ども・子育て支援整備交付金につい
ては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「法」と
いう。）第６条第１項の規定により次のとおり交付することに決定されたので、同法第８条の規定に
より通知する。
 【なお、同日同号で申請のあった＜施設名＞に係る財産処分（抵当権設定）については、適正
化法第７条第３項の規定により付した条件に基づき、承認したので通知する。
　また、承認にあたっては、「子ども・子育て支援整備交付金に係る施設整備の取扱いについて」
（平成27年7月13日付け府子本第204号）第８の４に定める条件を付すこととする。】

　この補助金の交付の対象となる事業（以下「事業」という。）は、令和　　年度子ども・子育て
支援整備交付金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第５条に規定する事業であり、その内容
は令和　年　月　日＜発番＞申請書記載のとおりである。



別紙様式３の２

＜ 番 号 ＞

市　町　村　名

令和 年 月 日

都　道　府　県　知　事 印

１

２ 　この補助金の額は次のとおりである。
金 円
金 円
金 円

３

令和　　年度子ども・子育て支援整備交付金変更交付決定通知書

　令和　年　月　日＜発番＞で交付決定の通知をした平成　　年度子ども・子育て支援整備交付
金については、令和　年　月　日＜発番＞申請に基づき、決定の内容の一部が次のとおり変更
することに決定されたので通知する。

　この補助金の交付の対象となる事業、その他は「令和　　年度子ども・子育て支援整備交付
金交付決定通知書」の各項によるものである。

　この補助金の交付の決定の内容又は条件に不服がある場合における補助金等に係る予算
の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第９条第１項の規定による申請の取
下げをすることができる期限は、令和　年　月　日とする。

今 回 交 付 決 定 額
前 回 交 付 決 定 額
差 引 額



別紙様式４

令和　　年度　内閣府及び厚生労働省所管　年金特別会計　子ども・子育て支援勘定 都道府県・市町村名

円 円 円 円 円 円 円

（項）地域子ども・子育て支援事業費

（目）子ども・子育て支援整備交付金

　　　　　　　主 体 工 事 費

解体撤去・仮設施設整備費

　　　　　　　特殊附帯工事費

　　　　　　　その他の工事費

（作成要領）

１　「国」の「交付決定の額」は、交付決定通知書の補助金の額の区分に応じて、記入すること。

科目 予算現額

備考

支出済額 うち交付金
相当額

うち交付金
相当額

歳出

地　　方　　公　　共　　団　　体

予算現額 収入済額

歳入

科目

補助率

国

歳出予算科目 交付決定の額

子ども・子育て支援整備交付金調書

３　「予算現額」は、歳入にあっては、当初予算額、補正予算額等の区分を、歳出にあっては、当初予算額、補正予算額、予備費支出額、流用増減額等の区分を明らかにすること。

４　「備考」は、参考となるべき事項を適宜記入すること。

５　補助事業等の地方公共団体の歳出予算額の繰越が行なわれた場合における翌年度に行われる当該補助事業等に係る補助金等についての調書の作成は、本表に準ずること。
　この場合において地方公共団体の歳入の科目に「前年度繰越額」を掲げる場合は、その「予算現額」及び「収入済額」の数字下欄に国庫補助金額を内書（　　）をもって附記すること。

２　「地方公共団体」の「科目」は、歳入にあっては、款、項、目、節を、歳出にあっては、款、項、目をそれぞれ記入すること。なお、歳出については、前記１の額に対応する経費の
　配分が、目の内訳に係るときは、当該経費の配分を目の内訳として記入すること。



別紙様式５

（市町村名）

構 造 造 円

円

建 築 面 積 ㎡ 円

円

延 面 積 ㎡ 円

年　　月

金額 円

％ ％

金額 円

％ ％

金額 円

％ ％

金額 円

％ ％

金額 円

％ ％

円 円円

％

円

％

令和　　年度子ども・子育て支援整備交付金による工事着工報告書

％

解体撤去・仮設施設整備費

主体工事費

特殊附帯工事費建物の構造及び面積

施設の名称 設 置 団 体

直 営 ・ 請 負 の 別

契 約 年 月 日

着 工 年 月 日

円 円円 円 円

％

円

％ ％ ％ ％

円 円 円 円円

％

％ ％

円

％

円 円 円 円

％

％

円

％

円円

％ ％

円

％ ％ ％

％ ％

その他の工事費

合　　　計

完 成 予 定 年 月 日

経　費　内　訳

月 月

出
　
　
来
　
　
高

　

主体工事

解　体　撤　去　・
仮設施設整備費

特殊附帯工事費

その他工事費

合　　　計

月

％

円

％ ％ ％ ％

円 円 円 円

％

円 円

％

円

％

％

円

％

円

％

円

％

円

％

円

％ ％

％ ％

円 円 円円

％

円

％

％

月 月 月 月 月 月 月

円

％

円

％

円

％

円

％

円

％

円

％

円

％

円

％



別紙様式６

市町村名

合　　　　　計

令和　　年度子ども・子育て支援整備交付金による工事進捗状況報告

施設名

Ｄ （ 100-C ） ％

設　置　主　体 備　　　　考
繰　越　見　込　額繰　越　見　込　高

Ａ 円

交　付　金　額
12 月 末 日 の

Ｅ （ Ａ × Ｄ ） ） 円

出 来 高

Ｂ ％

３ 月 末 日 ま で の

出 来 高 見 込 み

Ｃ ％



別紙様式７

＜ 番 号 ＞
令和 年 月 日

内 閣 総 理 大 臣　　殿

都道府県知事
市　町　村　長 印

標記について、その事業実績を次のとおり関係書類を添えて報告する。

１ 精算額 金 円

２ 精算額算出内訳　別紙（１）のとおり

３ 事業実績報告書　　別紙（２）のとおり

（添付資料）

（１）

（２）

令和　　年度子ども・子育て支援整備交付金の事業実績報告について

　その他参考となる資料

　市町村及び設置主体の当該年度の歳入歳出決算書（見込書）抄本

　市町村が、社会福祉法人等が行う整備に対して補助を行う事業については、設置主
体から市町村へ提出された報告書の事業計画の副本（別紙（２）の様式を準用するこ
と）を添付すること。



市町村名

施設名

合計（         市町村分）

令和　　年度子ども・子育て支援整備交付金精算額市町村別内訳表

交付金所要額



別紙（１）

（施設の名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

支出済
総事業費

対象経費の
実支出額

寄 付 金
その他の
収      入

差引額
（Ａ－Ｃ）

国庫補助
基  準  額

選　定　額
国庫補助
基  本  額

交　付　金
所　要　額

交付金
交付決定額

交付金
受入済額

差引過△
不足額
（Ｈ－Ｊ）

Ａ 円 Ｂ 円 Ｃ 円 Ｄ 円 Ｅ 円 Ｆ 円 Ｇ 円 Ｈ 円 Ｉ 円 Ｊ 円 Ｋ 円

工 事 費

工 事 事 務 費

○ ○ 加 算

○ ○ 加 算

解体撤去・仮設施設整備費

特 殊 附 帯 工 事

（小　　　　　計）

そ の 他 の 工 事 費

合　　　　　計

　　　　６　○○加算欄には、各種加算の適用がある場合に、当該加算について記載すること。

　　　　３　Ｆ欄には、各区分毎にＢ欄とＥ欄の金額を比較して少ない方の金額を記入すること。

　　　　　　（工事費のＥ欄の金額は、工事費及び工事事務費のＢ欄の金額の合算額と比較すること。）

　　　　４　Ｇ欄には、Ｄ欄とＦ欄の金額を比較して少ない方の金額を記入すること。

　　　　５　Ｈ欄には、Ｇ欄の金額に所定の国庫補助率を乗じて得た額を記入すること。ただし、1,000円未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとする。

子ども・子育て支援整備交付金精算額内訳

（整備区分：創設・改築・拡張・大規模修繕・応急仮設施設整備

区　　　　　分

（注）　１　初度設備費については、工事費に含めて記入すること。　

　　　　２　工事事務費のＢ欄には、Ａ欄の金額と工事費のＢ欄の金額の2.6％に相当する金額を比較して少ない方の金額を記入すること。



別紙（１）

（整備区分：創設・改築・拡張・大規模修繕・応急仮設施設整備） （放課後児童クラブの名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

支出済
総事業費

対象経費の
実支出額

寄 付 金
その他の
収      入

差引額
（Ａ－Ｃ）

算定基準
に　よ　る
算　定　額

選　定　額
都道府県

補助基本額

都道府県
補助金

支出済額

国庫補助
基  準  額

交　付　金
所　要　額

交付金
交付決定額

交付金
受入済額

差引過△
不足額
（J－L）

Ａ 円 Ｂ 円 Ｃ 円 Ｄ 円 Ｅ 円 Ｆ 円 Ｇ 円 Ｈ 円 I 円 J 円 K 円 L 円 M 円

工 事 費

工 事 事 務 費

解体撤去・仮設施設整備費

特 殊 附 帯 工 事

（小　　　　　計）

そ の 他 の 工 事 費

合　　　　　計

　　　　　　（工事費のＥ欄の金額は、工事費及び工事事務費のＢ欄の金額の合算額と比較すること。）

　　　　４　Ｇ欄には、Ｄ欄とＦ欄の金額を比較して少ない方の金額を記入すること。

　　　　６　J欄には、I欄の金額に所定の国庫補助率を乗じて得た額を記入すること。ただし、1,000円未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとする。

　　　　５　I欄には、G欄の金額に都道府県の補助すべき割合を乗じた額とH欄の金額を比較して少ない方の金額を記入すること。

子ども・子育て支援整備交付金精算額内訳

区　　　　　分

（注）　１　初度設備費については、工事費に含めて記入すること。　

　　　　２　工事事務費のＢ欄には、Ａ欄の金額と工事費のＢ欄の金額の2.6％に相当する金額を比較して少ない方の金額を記入すること。

　　　　３　Ｆ欄には、各区分毎にＢ欄とＥ欄の金額を比較して少ない方の金額を記入すること。



別紙（２）

１　整備対象施設の概要

（１）施設の名称

（２）所在地

（３）事業の目的及び効果

（４）施設の設置主体及び経営主体

（５）利用（１日当たり予定）人員　 人

２　交付金に係る事業内容

（１）施設の規模及び構造

ア　敷地面積 ㎡

イ　敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別）

ウ　整備の区分

（創設・改築・拡張・大規模修繕・応急仮設整備の別）

（加算の有無）　有の場合：加算の名称を記載

（解体撤去整備の有無）

（仮設施設整備の有無）

（特殊附帯工事の有無）

（初度設備の有無）

エ　建物の面積 建設面積 ㎡、延べ床面積 ㎡

（ 造）

（２）支出済総事業費内訳

ア　工事費 円　（１㎡当たり 円）

イ　工事事務費 円

ウ　○○加算 円

エ　（小　　計） 円

オ　その他の工事費 円

カ　解体撤去・仮設施設整備費 円

キ　特殊附帯工事費 円

ク　合　　　計 円

事　　業　　実　　績　　報　　告　　書

オ　建物の構造



初度設備の内容

品目 数量 規格 単価
整備目的及び

必要理由

計

（注）　工事費仕様書、支出済工事費費目別内訳書、工事事務費費目別内訳書を添付すること。

（３）施工計画

ア　直営・請負の別

イ　内示年月日

ウ　契約年月日

エ　着工年月日

オ　完成年月日

カ　事業開始年月日

　　　有　　・　　無

（５）その他参考事項

６　契約書（又は請書）の写

３　各室ごとに室名、用途及び面積を明らかにした表
      （交付申請書に添付したものと同一の場合は省略）

４　建物平面図（建物面積を明記したもの）及び立面図
      （交付申請書に添付したものと同一の場合は省略）

５　建物内外主要部分の写真

７　検収調書（又はそれに代わるもの）の写

（４）抵当権の有無

１　請負の場合は、工事請負契約書の写
    直営の場合は、支払領収書の写

２　 工事完了を確認するに足る検査済証の写
      （建築基準法第７条第３項又は第１８条第７項の規定による検査済証）

金額



別紙様式８

＜ 番 号 ＞
令和 年 月 日

内 閣 総 理 大 臣　　殿

都　道　府　県　知　事 印

（添付資料）

１ 令和　　年度子ども・子育て支援整備交付金精算額市町村別内訳表

２ 令和　　年度子ども・子育て支援整備交付金事業実績報告書
●●市外　●市町村分

令和　　年度子ども・子育て支援整備交付金の事業実績報告書の提出について

　令和　年　月　日＜発番＞により交付された令和　　年度子ども・子育て支援整備交付金につ
いて、別添のとおり管内市町村の事業実績報告書を受理し、その内容を審査した結果適正と認
められるので提出する。



市町村名
国庫補助
所要額

交　付　金
交付決定額

交　付　金
受入済額

返納額

合計（        市町村分）

※「返納額」欄は、返納金がある場合には当該額を、返納金がない場合は「０」を記入すること。

令和　　年度子ども・子育て支援整備交付金精算額市町村別内訳表

都道府県名



別紙様式9

＜ 番 号 ＞
令和 年 月 日

内 閣 総 理 大 臣　　殿

都道府県知事
市区町村の長 印

令和　　年度子ども・子育て支援整備交付金の年度終了実績報告について

　標記について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）
第14条後段の規定により別紙のとおり報告する。



別紙

事業費
補助

基本額
交付決定額

事業費支払
実績見込額

事業
進捗率

交付金受入
額

事業費 交付金 着手年月日
完了予定
年月日

円 円 円 円 ％ 円 円 円

備考施設名

交付決定の内容 年度内遂行実績 翌年度繰越額 事業実施期間



別紙様式10

＜ 番 号 ＞

市　町　村　名

令和 年 月 日

都　道　府　県　知　事 印

（施行注意）
　（　）内の字句は返還が生じた市町村においてのみ使用するものとする。

令和　　年度子ども・子育て支援整備交付金交付額確定通知書

　令和　年　月　日＜発番＞をもって交付決定した令和　　年度子ども・子育て支援整備交付金
については、令和　年　月　日＜発番＞事業実績報告に基づき交付額を金　　　　　　　円に確定
したので通知する。

　（なお、超過交付となった金　　　　　円については補助金等に係る予算の執行の適正化に関
する法律（昭和30年法律第179号）第18条第２項の規定により、令和　年　月　日までに返還する
ことを命ずる。）



別紙様式11

＜ 番 号 ＞
令和 年 月 日

内 閣 総 理 大 臣　　殿

都道府県知事
市　町　村　長 印

１

金 円

２

金 円

（注） 別添参考となる書類（２の金額の積算内訳等）

令和　　年度消費税及び地方消費税仕入控除税額報告書

　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税
額（要国庫補助金等返還相当額）

　補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第15条に基
づく額の確定額又は事業実績報告額

記

　令和　年　月　日＜発番＞により交付決定のあった令和　　年度子ども・子育て支援整備交付
金について、子ども・子育て支援整備交付金交付要綱第９条（１）ク、（２）エの規定に基づき、下
記のとおり報告する。


